
　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険
料
は
、

２
年
に
１
度
改
定
さ
れ
ま
す
。
今
回
の
改

定
の
結
果
、
平
成
28
年
度
お
よ
び
29
年
度

の
所
得
割
と
均
等
割
額
は
下
記
の
と
お
り

と
な
り
ま
す
。

◉
保
険
料
の
軽
減
措
置
は
継
続

　

所
得
の
低
い
人
や
被
用
者
保
険（
サ
ラ
リ

　

ー
マ
ン
の
人
な
ど
の
保
険
）の
扶
養
に
な

　
っ
て
い
た
人
の
保
険
料
は
、
平
成
28
年
度

　

も
軽
減
さ
れ
ま
す
。

◉
保
険
料
の
減
免
制
度

　

災
害
や
所
得
の
減
少
な
ど
の
事
情
に
よ

　

り
、
保
険
料
の
納
付
が
困
難
に
な
っ
た
人

　

へ
の
保
険
料
の
減
免
制
度
が
あ
り
ま
す
。

　

詳
し
く
は
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

平
成
28
年
度
お
よ
び
29
年
度
の

保
険
料
率
が
決
定
し
ま
し
た

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

加
入
者
の
皆
さ
ん
へ

　

同
一
世
帯
内（
※
注
１
）の
被
保
険
者
お
よ

び
世
帯
主
の
軽
減
対
象
所
得
額（
※
注
２
）の

合
計
額
に
応
じ
て
、
左
記
の
と
お
り
均
等

割
額
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

※
注
１　
「
世
帯
」と
は
、
４
月
１
日
時
点
の
世
帯（
年

度
途
中
で
75
歳
に
な
る
人
、
県
外
か
ら
転
入
さ
れ
た

人
な
ど
は
、
そ
の
時
点
）が
基
準
と
な
り
ま
す
。

※
注
２　
「
軽
減
対
象
所
得
金
額
」と
は
、
基
本
的
に

は
総
所
得
金
額
と
同
じ
で
す
が
、
公
的
年
金
等
収
入

の
場
合
、「
公
的
年
金
ー
公
的
年
金
等
控
除
ー
15
万
円
」

と
な
る
な
ど
、
例
外
が
あ
り
ま
す
。

※
注
３　
例
年
金
受
給
時
満
65
歳
以
上
で
年
金
収
入

の
み
２
１
１
万
円
の
場
合
で
す
。

※
注
４　
「
被
用
者
保
険
」と
は
、
全
国
健
康
保
険
協

会
管
掌
保
険
、
組
合
管
掌
保
険
、
船
員
保
険
、
共
済

組
合
を
さ
し
ま
す
。
国
民
健
康
保
険
・
国
民
健
康
保

険
組
合
は
該
当
し
ま
せ
ん
。

‹‹  軽減対象所得金額の合計額  ›› ‹‹  軽減後の均等割額  ››

平成26・27年度 平成28・29年度 増減

所得割率

均等割額

賦課限度額

11.47％ 11.17％ 0.3％減

56,584円 56,085円 499円減

57万円 57万円 据え置き

　

保
険
料
は
被
保
険
者
ご
と
に
計
算
さ
れ

ま
す
。
被
保
険
者
全
員
が
等
し
く
負
担
す

る「
均
等
割
額
」と
、
被
保
険
者
の
総
所
得

金
額
等（
※
注
）に
応
じ
て
負
担
す
る「
所
得

割
額
」と
の
合
計
額
が
保
険
料
と
な
り
ま

す
。
保
険
料
の
詳
細
は
、
７
月
に
送
付
予

定
の「
平
成
28
年
度
後
期
高
齢
者
医
療
保

険
料
額
決
定
通
知
書
」に
記
載
し
ま
す
の

で
、
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

33万円以下かつ、被保険者全員が年金
収入80万円以下でその他の所得がない 5,608円9割軽減 均等

割額

33万円（基礎控除額）以下 ８,412円8.5割軽減 均等
割額

33万円＋26.5万円×世帯主を除く
被保険者数以下 28,042円5割軽減 均等

割額

33万円＋48万円×被保険者数以下 44,868円2割軽減 均等
割額

‹‹  平成28年度所得割率・均等割額・賦課限度額  ››

保険料
一人あたりの
年間保険料額

均等割
加入者全員が
等しく負担

所得割
所得に応じて
負担

県広域連合で決めら
れた年間の均等割額

56,085円
保険料の上限

57万円総所得
金額等－33万円 ×11.17％

所得割額計算式

（※注）

89

平成27年中の所得に基づき、平成
28年度分の後期高齢者医療保険料
額が決定します。被保険者（加入者）
の皆さんには、７月中旬に送付予定の
「決定通知書」でお知らせします。

※
注　
「
総
所
得
金
額
等
」と
は
、
前
年
中
の「
公
的

年
金
収
入
ー
公
的
年
金
等
控
除
」、「
給
与
収
入
ー
給

与
所
得
控
除
」、「
事
業
収
入
ー
必
要
経
費
」な
ど
の
合

計
額
で
、
各
種
所
得
控
除
前
の
金
額
で
す
。

問役場住民課保険係　
　☎２２ｰ７７６１
問福岡県後期高齢者医療広域連合
　☎０９２６５１ｰ３１１１

‹‹  保険料額の算出方法  ››

所得割軽減割合

５割軽減 91万円以下（※注３）

被保険者の総所得金額等

‹‹  所得割額の軽減  ››

　

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
者
証（
保
険
証
）

が
更
新
さ
れ
ま
す
。
現
在
発
行
し
て
い
る

保
険
証
の
有
効
期
限
は
7
月
31
日
ま
で
と

な
っ
て
い
ま
す
。
有
効
期
限
が
過
ぎ
た
保

険
証
は
無
効
と
な
り
ま
す
の
で
ご
注
意
く

だ
さ
い
。
な
お
、
８
月
１
日
か
ら
使
え
る

新
し
い
保
険
証
は
７
月
下
旬
に
発
送
予
定

と
な
っ
て
い
ま
す
。

均等割軽減割合

5,608円

軽減後の保険料（年額）

‹‹  被用者保険（※注４）の被扶養者であった人の軽減  ››

９割軽減
（所得割はかかりません）

■ 

保
険
料
軽
減
措
置

■ 

保
険
証
の
更
新

■ 

保
険
料
額
の
算
出
方
法

■ 

保
険
料
率
の
改
定


